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なう第 3 部（第 5 章から第 8 章、補章）は、本論文の最も重要な位置を占めている。第 5 章で
は、私立大学と社会福祉法人による会計情報開示へのスタンスの違いを明らかにしている。ここ
ではとくに、6法人（児童福祉・老人福祉・障がい者福祉の 3業種から各 2法人）へのインタビ
ュー調査をおこなった結果を分析している。第 6 章と第 7 章では、①効率性仮説、②財務健全
性仮説、③資金調達仮説、④規模仮説について、会計情報開示の決定要因と会計情報開示水準の
決定要因を実証的に明らかにしている。 
 本論文の結論は、非営利組織の会計情報開示にシグナリング機能が部分的に適用可能であるこ
とを示しており、終章において、非営利組織は事業費や管理費について戦略的に考える必要があ
ることを指摘している。 
これまでわが国の会計分野での実証研究のほとんどは営利組織（営利企業）を対象としたもの
であり、非営利組織を対象に実証分析手法を用いるのは、黒木氏がパイオニアであると言っても
過言ではない。そのオリジナリティと学術的な価値は高く評価される。 
ただし、株価や利益のような明確な企業価値や業績指標のある営利組織とは異なり、ミッショ
ンの達成や社会的価値の実現を使命とする非営利組織を対象に実証研究をおこなうことには数
多くの困難な課題が待ち受けている。例えば、米国に見られるような寄附金を従属変数にする研
究が、そのままわが国には適用できない難しさがあり、わが国に固有の歴史や環境に適合した、
営利組織とは異なる業績指標（アウトカム）を開発するまでには至っていない。また、本論文の
結論が非営利組織を経済合理性のみで評価する立場に意図的に利用される危険性についても、こ
こに付記しておくべきかもしれない。 
これらの課題は、将来の研究の発展の過程で解決されることが期待される。以上の審査内容を
踏まえて、論文審査委員会は全員一致で本論文が博士（経営学）の学位の授与に値するものと判
断した。 
 
